






































































ている IFRS 第 16 号「リース」の具体的な検討、リース取引の定義及び範囲、適用単位、
会計処理とその経済的影響について、説明している。
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また、IFRS 第 16 号において、財産利用権取得説が採用されたことにより、すべてのリ
ース取引がオンバランスされた。しかし、割賦購入説においてファイナンス・リースかオ
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を含めた複合取引であると考えられている（加藤建［2019］参照）。また、IFRS 第 16 号
「リース」によれば、リース物件そのものではなくその物件に随伴する使用権を取引して
いると考えており、つまり、リース取引を使用権の売買と捉えていると考えられる。なお、



















































22 頁参照）。この点、2020 年（令和 2 年）民法改正の検討段階においてリース契約（ファ
イナンス・リース）を明文規定することが検討されたが、公益財団法人リース事業協会は、
















































































































































能資産を拡大する会計（FASB Statement No.33,Financial Reporting and Changing
Price,1979.）
② 見積損失計上の会計：偶発事象にかかわる将来の見積損失をも、負債概念を拡張す
る こ と に よ っ て 計 上 す る 会 計 （ FASB Statement No.5, Accounting for
Contingencies, 1975）
③ 将来費用の予測計上会計：将来の費用発生事象を負債概念の拡大によって計上する
会計：年金会計（FASB Statement No.87 Employers` Accounting for Pensions,1985
APB Opinion No.8 Accounting for the Cost of Pension Plans,1966）退職後医療給
付会計（FASB Statement No.106 Employers` Accounting for Postretirement















Principles Board）が発足した後、会計調査研究(ARS)第 1 号（Maurice Moonitz, The Basic




































































































































































































































なる。このオンバランス論理には、第 2 項で述べる割賦購入説、第 3 項で述べる財産利用















あると規定した。（紙［2003］72 頁 73 頁参照）
この APB 第 5 号の規定に関して、加藤盛［1982］は、リース賃借人の側に重要な資本
が生じるリース契約を、実質的に割賦購入であるとすることによって、会計原則の枠内に
あるという立場からリースのオンバランス化を論理化したと説明している。また、嶺




他方で、紙［2003］によれば、1985 年公表の財務会計基準書（SFAS）第 13 号6におい
て、財産の所有権に付帯する便益および危険のすべてを実質的に移転するリースは、賃借
人による資産の取得および債務の発生として会計処理されるとしたうえで、キャピタル・
リースとオペレーティング・リースの 2 つの分類と 4 つの規準を設け、そのうち 1 つの規
準を満たせばキャピタル・リースに該当するという（紙［2003］73 頁参照）。この規準の
なかで数値規準が採用されたことで、割賦購入と同一とみなせるものだけでなく、経済効
4 American Institute of Certified Public Accounts, Committee on Accounting Procedure,
Accounting Research Bulletin No.38, Disclosure of long-term Lease in Financial Statement
of Lessees（October 1949）. 古藤三郎（訳）［1978］『リース会計』同文館。
5 American Institute of Certified Public Accounts, Accounting Principle Board Opinion
No.5, Reporting of Lease in Financial Statement of Lease（September 1964）.
6 Financial Accounting Standards Boards, Statement of Financial Accounting Standard




うことを 100%であると仮定した場合に、これに対して数値基準は 90%や 75%などで設定
されているため、割賦購入と同一とまではいえないが、これに近い経済効果を有すると考
えられるリース取引までオンバランスされることになったということである。このような





















7 企業会計基準第 13 号「リース取引に関する会計基準」5 項 6 項




















































































リース負債に関して、加藤久［2007］によれば、Hennessy、Huefner および Vatter は、
借手は確定的なリース料支払義務を負って利用権を取得すると論じている。
11 本稿 1 頁参照
























能というのは、どのような場合を指すのか。この点、第 1 章第 3 節第 4 項17で整理したよ
うに、契約を解除できないことが明記されている場合、または、法的形式上は解約可能で
13 J.L.Hennessy［1961］Recording of Lease Obligation and Related Property Rights ’The
Journal of Accountancy’
14 American Institute of Certified Public Accounts, Accounting Principle Board Opinion
No.5, Reporting of Lease in Financial Statement of Lease（September 1964）.
15 R.J.Huefner［1973］’A debt approach to lease accounting’
16 W.J.Vetter［1966］”Accounting for Lease” ‘Journal of Accounting Research’


























18 本稿 15 頁参照
19 American Institute of Certified Public Accounts, Accounting Principle Board Opinion
No.5, Reporting of Lease in Financial Statement of Lease（September 1964）.
























因するものと考えられる。（紙［2003］83 頁 84 頁参照）
この点、加藤久［2007］によれば、AAA『基礎的会計理論』（ASOBAT）において、
現在の会計は特殊の場合を除けば概して約束と約束の交換といった取引を無視しており、




























22 Rappaport Alfred［1965］”Lease Capitalization and the Transaction Concept ” ‘The
Accounting Review’







べている。（嶺［1982］77 頁 78 頁参照）
上記にて様々な見解を列挙してきたが、共通していえることは、未履行契約取引説が、









第 1 項第 2 項における割賦購入説、財産利用権取得説におけるオンバランスの考え方とは






































25 本稿 15 頁参照
26 本稿 15 頁参照
27 本稿 15 頁参照
31
第５節 小括
リース取引のオンバランス論理については、第 2 節28で述べた割賦購入説、第 3 節29で
述べた財産利用権取得説、第 4 節30で述べた未履行契約取引説の 3 つがあり、これらの論





















また、第 1 章第 2 節第 1 項33で述べたように、リース発想の原点は「所有と使用の分離」
28 本稿 19 頁参照
29 本稿 21 頁参照
30 本稿 26 頁参照
31 本稿 9 頁参照
32 本稿 9 頁参照




























34 本稿 11 頁参照






















































リース取引のオンバランス論理である IFRS 第 16 号「リース」の具体的な検討および
その論理を拡張し、これを類似取引であるサービス取引に適用できないかを検討する、そ
の前提として、財産利用権取得説が採用されている IFRS 第 16 号におけるリース取引の
考え方について本章で整理する。




IFRS 第 16 号におけるリースの定義および範囲を明らかにすることで、リース取引とサー
ビス取引の区別を会計基準上でどのように考えているかを整理する。
第１項 概要
IFRS 第 16 号におけるリースの定義は、資産（原資産）を使用する権利を一定期間にわ
たり対価と交換に移転する契約または契約の一部分であるとされている（IFRS 第 16 号付
録 A）。そして、その定義を満たすすべてのものについて IFRS 第 16 号は適用されるが、
以下に関しては適用対象外となっている（IFRS 第 16 号 3 項）。
（a）非再生資源の探査または使用のためのリース
（b）生物資産のリース
（c）IFRIC 第 12 号「サービス委譲契約」に含まれるサービス委譲契約
（d）IFRS 第 15 号「顧客との契約における収益」に含まれる貸手が供与する知的財産の
ライセンス
（e）借手が IAS 第 38 号「無形資産」の範囲に含まれるライセンス契約に基づいて保有し
ている権利
ここで、例示列挙され適用対象外となっているものに関してリースとの区別、すなわち
IFRS 第 16 号の適用範囲について検討する。（d）において、知的財産のライセンスは、
ソフトウェア、動画、音楽、フランチャイズ、特許権、商標権や著作権等が例として挙げ








つまり、リースの定義を満たすものでも、IFRS 第 16 号の適用範囲とせずに他の基準へ





を包括する概念であり、相違するものとも考えられる。しかしながら、IFRS 第 16 号にお
ける「資産」はリース物件を指し、それは通常「財産」であると考えられることから、こ
こでいう「資産」と「財産」は、本稿において概念上同義と考える。
IFRS 第 16 号におけるリース判定の要求事項は、「契約の開始時に、企業は、当該契約
がリースまたはリースを含んだものであるのかどうかを判定する」というものであり







16 号 B9 項）。第 2 項36で「特定された資産」、第 3 項37で「使用からの経済的便益のほ
とんどすべてを得る権利」、第 4 項38で「使用を指図する権利」について後述する。
36 本稿 37 頁参照
37 本稿 39 頁参照
38 本稿 40 頁参照
37
［図 ２］
（あずさ監査法人［2016］21 頁図表 2-2・PwC あらた監査法人［2018］23 頁図表Ⅱ-2-1 をも
とに作成）
第２項 特定された資産













なくても対象資産が実質的に特定されていると考える（IFRS 第 16 号 B13 項 B16 項）。
より具体的なケースとして、製鋼会社である A 社が B 社から電気を購入する契約を締結
し、B 社が契約を履行するために A 社の製鋼工場の隣に発電所を建設した場合を考えるこ
ととする。つまり、B 社が A 社に対して電力供給というサービス提供を行うために、発電
所という固定資産（原資産）を建設したということであり、この契約における供給者（貸





























言えないことがある（IFRS 第 16 号 B15 項－B19 項）。
第３項 経済的便益のほとんどすべてを得る権利
































第 16 号 B24 項参照）。
借手が特定された資産の使用を指図する権利の要件に関して図示すると以下となる。
［図 ３］




































と考える（IFRS 第 16 号 B28 項）。































処理しなければならない（IFRS 第 16 号 12 項）。そのため、原則として契約のうちリー
ス構成部分と非リース構成部分を区別しなければならない。
ここでいうリース構成部分とは、以下の①および②の両方の要件に該当する場合の資産






ービスが該当する。IFRS 第 16 号では、非リース構成部分（サービス）を積極的に定義し














また、対価の配分後にリース構成部分は IFRS 第 16 号を適用し、非リース構成部分は他
の適用される基準を適用して会計処理を行う（IFRS 第 16 号 13 項 14 項）。
第３節 IFRS 第 16 号「リース」の会計処理
本節は、契約にリースが含まれていると判断および識別され、適用単位が決定されたリ




について、使用権資産とリース負債を当初認識する（IFRS 第 16 号 22 項）。ここでいう
使用権資産とは、リース期間における借手の原資産に関する「使用権」を表す資産と定義








測定する（IFRS 第 16 号 26 項 27 項）。一方で、使用権資産は、リース開始日に取得原価
により当初測定するが、使用権資産の取得原価は、以下により構成される（IFRS 第 16 号

















のリースについては例外的な免除規定が設けられている（IFRS 第 16 号 5 項）。なお、免
除規定を適用した場合、借手は短期リースおよび少額資産のリースについて、資産および
負債を認識せず、リース料総額をリース期間にわたって定額法によりリース費用として認





し、購入オプションを含むリースを除く）」である（IFRS 第 16 号付録 A）。
（2）少額リース
IFRS 第 16 号では、「少額」（Loｗ value）という用語を定義していないが、借手は、
リース資産の経過年数に関係なく、資産が新品である時点での価値に基づいて評価するこ
ととされている。また、結論の背景において IASB は、新品時に 5,000 米ドル（2015 年
46
当時のレートである約 120 円／米ドル換算で約 600,000 円）以下の資産を念頭に置いてい
たとの説明がされている（IFRS 第 16 号 BC100 項）。
なお、資産が少額資産に該当するのは，借手が資産を単独でまたは借手が容易に利用可
能な他の資源と組み合わせた使用から便益の享受が可能であり、かつ、原資産の他の資産














損益計算書上であると考えられる（あずさ監査法人［2016］52 頁 53 頁）。
（２）使用権資産













第 16 号 18 項）。例えば、解約不能期間が 6 年のリースに 4 年間延長可能なオプションが
付いている場合で、借手が延長することが合理的に確実であればリース期間は 10 年とな




第４節 IFRS 第 16 号の導入による経済的影響
本節は、IFRS 第 16 号の導入による財務諸表上の影響を、日本基準（企業会計基準第
13 号）や IAS 第 17 号、米国会計基準（FASB ASC Topic 842）と比較することで、使用
権概念の導入に伴う財務諸表上の影響について整理する。
第１項 日本基準および IAS 第 17 号との比較
日本基準や IAS 第 17 号においては、リース取引をファイナンス・リース取引とオペレ
ーティング・リース取引とに分類し、それぞれに応じた会計処理を行うことと規定されて
いる。一方で、IFRS 第 16 号は、リース取引をファイナンス・リース取引とオペレーティ
ング・リース取引に区分せずに、すべてのリース取引について使用権資産とリース負債を
認識することが要求されている。この分類が異なるという点が、日本基準および IAS 第




















ではないと考えられる（あずさ監査法人［2016］10 頁 11 頁）。
第２項 米国会計基準との比較
米国会計基準と IFRS 第 16 号は基本的に同一であるものの、完全なコンバージェンス
は達成されておらず、少なからず差異が存在している。具体的な相違点というのは、借手
の原則的な会計処理モデルである。米国会計基準はデュアルモデルを採用し、リースをフ











基準と IFRS 第 16 号における経営成績への影響と同じように EBITDA や営業利益などに
影響があると考えられる。














取得説が採用されている IFRS 第 16 号の具体的な検討を行った。本章では、第 3 章で検




























































































① ITO（Information Technology Outsourcing）といわれる情報システム部門の業務
の一部の外部委託
② BPO（Business Process Outsourcing）といわれる事務処理的なバックオフィス業
務の一部の外部委託





特に、この産業横断型の ITO、BPO、KPO の 3 つに関して、HfS Research［2013］と
Aggarwal［2010］によれば、市場規模が成長していることが分かる。ITO については、
2013 年度の市場規模が 6,048 億ドルであり、前年度からの成長率は 3.9%となっている。
BPO については、2013 年度の市場規模が 3,040 億ドルであり、前年度からの成長率は 5.5%
となっている。そして、KPO については、2010 年度の市場規模が 170 億ドルと他の 2 つ























































































リース取引の借手における会計処理は、第 2 章第 1 節第 2 節第 3 節42で示したように、
かつてはすべてのリース取引が賃貸借として費用処理されていたが、今日に至るまでに拡








41 本稿 30 頁参照








第 1 章第 3 節第 3 項43で述べたように、財務報告の目的は、投資家などの意思決定に有
用な情報、それは将来キャッシュ・フローの予測に役立つ情報の提供である。会計情報は
企業価値の推定に資することが期待されているが、企業価値それ自体を表現するものでは








2 章第 3 節45で述べた財産利用権取得説によった場合のリース取引へのあてはめと同様、
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第 1 章第 1 節で述べたように、リースは、金融サービス説、賃貸借サービス説、リース・
サービス説といった「サービス」と捉えることもできた。また、第 1 章第 3 節第 1 項46で
述べたように、請負または委任契約であっても、会計上の解釈において、それがリース取
引なのかサービス取引なのかその類似性ゆえに明確に区別できない場合も多い。ここで、
第 2 章と第 3 章を通じて述べてきたように、リースの発想の原点に「所有」と「使用」の
分離があり、「契約のなかにある財産利用権」を資産として認識し、それに伴う支払義務を



























第 2 章第 3 節第 2 項49の議論を改めて整理すると、利用権取得による支払義務が発生し、
将来にキャッシュ・アウトフローとして予定されていること、そして、その契約が解約不
能である場合に、将来のキャッシュ・アウトフローは確定することから、支払義務に負債
性を認めることができた。ここでいう「解約不能」とは、第 1 章第 3 節第 4 項50で整理し
たように、契約を解除できないことが明記されている場合、または、法的形式上は解約可
能であるとしても、解約に際し、相当の違約金を支払わなければならない等の理由から、
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第 3 章で述べたように、財産利用権取得説が基準化された IFRS 第 16 号におけるリー
ス判定の要求事項は、契約の開始時に、企業は、当該契約がリースまたはリースを含んだ


















ここで、第 2 章第 3 節第 1 項52における財産利用権取得説の資産性の検討や、第 3 章53に
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IFRS 第 16 号「リース」において、リース会計のオンバランス論理「使用権モデル」の
考え方が導入された。この「使用権モデル」というのは、本稿でいう財産利用権取得説の
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第３項 未履行契約取引説の適用可否
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